
{平成 29年� 8月� 21日目)] 

報道機関各位

平成� 29年 8A 2 1吾、小樽市コンブライアンス委員会より小樽市長に対し、

小噂市職員倫理条例第� 17条第� 1墳の規定に基づき、調査結果に関する報告が

ありました。

このことについて、下記のとおち市長談話を発表します。� 

O 小樽市長談話� 

f 本日、小樽市:コンブライアンス委員会からの報告があり、いずれも、通報対象

事実ありとの結果でした。

市としては、法令の趣旨に則り、適正な行政手続きを進めてきたものと考えて

いましたが、今回、このような調査結果となりましたことを、大変、残念:に患っ

ていますG

今後、報告内容を構査し、適切に対応してまいりたいと考えています。J

以上

(参考:小樽市職員翰理条例抜枠) 

15条 公益通報は、市の事務事業若しくは市から事務事業を受託し、若しく

は請け負った事業者における当該事務事業に関する事実、市抱設の指定管理者

における当該施設の管理運営に関する事実又は職員に関する事実で、次のいず

れかに該当するものを対象とする。� 

(1) 法令に違反する事実� 

(2) 人の生命、身体、財産若しくは生活環境を害し、又はこれらに重大な影響

を与える事実� 

(3) 前 2号iこ該当するおそれのある

(お問い合わせ先)
 

O通報対象事実に関する内容等について


産業港湾部港湾室� (0134合2・4111内線� 386)
 

Oコンブライアンス委員会について


総務部コンブライアンス推進室� (0134・32・4111九棟� 448，478)
 



平成 29年 8丹 21日

小樽市長森井秀明様

小縛市コンブライアンス委員会

委員長山口 均

公議通報にイ系る調査結果について(報告)

謹啓 時下ますます御清栄のこととお喜び申し上げます。

さて、平成 29年 1月 26日付けの公益通報の通報概要及び対応方針について

は、既に報告演みですが、このたび平成 29年 8月 17日開催の小樽市コンブラ

イアンス委員会において、下記のとおちの謂査結果となりましたので、小槽市職

員倫理条模i第 17条第 1項の規定に基づき報告いたします。

謹白

受付番号  1 2 

件 名 高島漁港における観光船の事業と孫、寵における法令・条備違反

調査結果以下のとおり  

( 1 )高島棒、灘区において、観光船の護摩使用去を掻(係留許可)がなされている

事実(関係、法令:r港湾法」、じj、樽市港湾施設管理使用条剖J(以下「管理

捷用条例J)、rIJ、樽培の臨培地区内の分匹における構築物の規制に関する

条例J(以下「分毘条例J))

【結果}通報対象事実あり(小樽市職員イ倫理条例第 15条第 1号〉


[理串]


島棟、灘区において、観光船の護岸使用登録がなされている事実弱体

は争いなく認、められます。これについて、通報者は、港講法第 2条第 5項

の港湾擁設の定義規定上、護岸は外郭施設であり、保留施設ではないこと

から、護岸に長期の保留許可を出すことは港湾法に連反する行為である

記

と主張しています。 
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しかしJ市は、港湾法では護岸に船舶を保留してはならないという規定

はなく、係訟柱などの附帯設備を設置することにより、船舶の探留が可能

であり、船を係留させることが港湾計菌やその他港湾の開発発震に著し

1]や小樽運河の北海製譲住J帯Jく支障を与えないとして、従前から「港需護� 

の� f第� 1期運河護岸Jなどに船舶の係留許可がなされている事事uがあると

主張しています。

委員会としては、前記準湾法の定義規定だけから、護ちに港持法が護岸

へ一切の船舶の課、留を禁止しているとまでは設えないものと考えます。

次に市は、本件は、「物揚場護岸Jとして、管理使用条例第� 3条第4

の捜窓に基づき、当該護岸への器舶の費用の登操をしたものであり、管理

能用条例から逸説していないと主援しています。

しかし、本体護岸周辺は漁港匹であり漁業権が設定され現に持、業が有わ

れている水域であるから、漁業者の意見を紫視して船舶の保留を許可す

ることは妥当ではないと考えます。現に、上記港湾法第� 37条第� 2項は、

「港湾の科用者しくは保全に著しく支曜を与えjる場合には、準湾管理者

辻、水域の占舟を許可してはならないと定め、更に、国土交通省作成「水

域の占用についてjや「逐粂解説港講法jの水域占用の許可の判断iこ採る

審査基準でも、� f近傍に立地する事業者の事業活動に支障を与えないことj

が指擁されているところであります。よって、最も重要な当事者である近

傍の詩、業者との誘整を関らずに装用登録をしたことは、上記法令の趣旨

に反し、行政手続上不適切であったと考えます。

次に市は、探船環設置は、軽微な設備であり小型の観光船を� 1隻保護す

るだけでは、持、藩区の自的を著しく阻害しないとして、分lR条例に違反し

ていないと主張しています。

しかし、分区条例は高是漁港を諜湾法第� 39条第� 5項の漁諜区「水産物

を散り扱わせ、又は漁船の出識の準錦を行わせることを自的とする区域j

と指定し、これらの亙域の毘的を踏まえ、条例別表第� 3各号に掲げる講築

物以外は建設してはならないとしており、特に港湾法第� 2条第� 5項第� 3

号の?係留施設Jについては、「持、艇のための係欝擁設J以外建設しては

ならないとしている(分区条椀第� 3条(3)別表第 3 (2)) ものです。

したがって、たとえ捺船環が軽微な設備であったとしても、観光船の係

留許可がなされていることは、観光船の採醤施設を認めることとなり、開

条例ι違反していると考えられることから、委員会としては、通報対象事

実体あると判断いたしました。� 
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(2)高島持、港区において、無断で車止めにU字フックを取り付け、その撤去を

させることなく、船を係留させたままで係船環の取付を条件に拐、留の許

可がなされている事実(関接、法令:r管理使用条例J)

{結果]通報対象事実あちは、構市職員論理条例第 15条第� 3号)

{理屈]

島漁港区において、無断で車止めiこU字ブックを取り付け、その撤

をさせることなく係留許可がなされている事業自体は争い扱く認めち

れます。産業港湾部の意見陳述書に対する質問への期答で市も「手続とし

て辻、不通告な状態を是正させた上で、護滞の登録(許可)を出すのが本

来のあち方と考えますが・..J与自答しているように、まずは違法行為

であるじ字フックの撤去及び車止めの現状復帰をさせた上で、係経環の� 

慎であることは明ら11設置許可の判断をすることが苛攻手続上の透明な手

かです。

しかし、市がこの本来的な手曜を踏まず、揺を係留させたまま「係船環

の敢イすという許可条件を付すことで、� U字フックの撮去がされ、車止めの

護i自につながり、不適慣な状態が改善され早期に問題が解決する」と半Ij新

して部、留の許可をしたことは、その例外的な扱いをする合理的な理由も

なく、結果として約� 10ヶ丹の問問題が解決されなかったことを堵える

と、管理使用条視の適正な違毘を誤り、行政手続として不遺窃で、あったと

考え、委員会として辻、通報対象事実はあると判断いたしましたc 

(3)高鳥海、議誌において、水産関連第設やその利用者のための飲金・物販j苫以

外i土建設が禁止されているにも関わらず、観光船科患者のための利穫擁

の建築許可がなされている事実(関保法令:r分区条例J)

{結果]通報対象事実あり(小噂市議員倫理条例第 15条第� l

{理由]

高島漁港区において、観光斡利用者等のための利梗擁設の建築許可が

なされている事実自捧は争いなく誌、められますc ところで、分誌条例別表

第� 3 (1 2)では、「前各Jきの施設に従事する者及びその利用者のための

飲食活文は物販m並びにこれらの的手持施設j の建築は認められています。

しかし、建築指導課に捷記された「建築申請追加説明の件Jに記載のある、

物覆轍は「船舶管理資材(アンカー・網・ブイ・アェンダー等〉の保管庫J

とされてお号、そもそも飲食庖又は物販底の附帯施設に当たりませんG ま

、この施設は最終的に事務所に用途変更がなされていますが、これも穣� 
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光船の受付をするための施設であり、飲食居文は物販庖のF付帯撞設に

りません。

また、市は、休憩棟は飲食活文は物版活であり、漁業関保者もその施設

を使えるので、前記の規定位該当するため、禁止講築物に当たらないとし

ています。しかし、今回事業者が建設した� f休憩、棟J~土、冬期間の営業を

行っておらず、また、事業者から提出された� f事業計画概要jや「建築申

錆追加説明の件Jを鬼ても、その主たる自的は、観光船の乗降客や観光客

が利用すると考えるのが妥当であり、至i憲主食港区内の議設従事者や操業

者のための飲食語文は物販活とは考えられないことから、分底条例

しているものであり、委員会としては、通報対象事実はあると半Ij軒い

しました。

以上� 
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平成� 29年� 8丹� 21日

小樽市長森井秀明様

小樽市コンブライアンス委員会

委員長山口 均

公益望的通報に部、る調査結果について(報告)

零 時下ますます期、清栄のこととお喜び申し上げます。

さて、平成� 29年 3月� 27 S付けの公益邑的通報の瀦報議饗及び対志方針につ

いては、既に報告済みですが、このたび平成� 2吉年s丹� 17日開催の小樽市コン

ブライアンス委員会において、下記のとおりの調査結果となりましたので、小樽

市職員論理条例第� 17条第� 1墳の規定iこ基づき報告いたします。

受付番号� 1 3 

件 名 小樽港の臨器地区内の分誌における構築物の規制に寵する条例違反

謂査結果以下のとおり

高晶漁港誌において認められている係留擁設は「持、絡のための係留蒐設」だ、


けであるにもかかわらず、観光魁のための係船環{保留施設)の設董許可がな


されている事実(関係法令:r 尊潜の蕗港地誌内の分誌における構築物の規
I}'t


制に寵する条例J(以下「分区条例J))


[結果]通報対象事実あり(小樽事職員、倫理条例第 15条第� 1
 

i理出]


島治、港区において、観光鉛のための係能棄の設置許可がなされてい

る事実自体辻争いなく認められます。舎は今回の吾、船環設畿に伴う工作

物施工許可は、長容の護岸に附帯設備を設置するものであ号、議湾法第4 

9条第� 1項で「各分s:の語的安著しく距害する建築物その他の構築物

あってjとあることから護岸に採払慣を設置し、観光船を保留させること
務推t

号3¥'第 
1 

29.8.21 

.J、母市役所4 

'自

記



1

が漁港誌の詩的を「著しく組審する」ものにはなちないと判断し、分区条

例に違反しないと主張しています。

しかし、分区条例は高島持、海を港湾法第 39条第 5項の持、準区 f水産物

を敦り援わせ、又は漁船の市持、の準嬬を行わせることを説的とする区域」

と指定し、これらの IR域の邑的を踏まえ、条例別表第 3各号に掲げる講築

物以外は建設してはならないとしてお号、特に港湾法第 2条第 5項第 3 

の f係留鑑設Jについては、「持、船のための保盤施設j以外建設してはなら

ないとしている(分長条例第 3条(3)民表第 3 (2)) ものです。

この点について市は、保船環設震は、軽徴な設舗であり小型の観光船を 

1隻保留するだけでは、持、港区の目的を著しく組害しないとして、分 IR条

例に違反していないとも主張しています。

しかし、たとえ係船環が軽微な設錆で、まうったとしても、観光器の係官許

可がなされていることは、観光船の係留撞設を翠めることとなり、開条例

に違寂していると考えもれることから、委員会としては、通報対象事実は

あると判断いたしました。

以上

。
岬


